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農家を支え、増産を今こそ

政府は「食料自給率の目標」を「食料安全保障の動向

に関する事項」などとあいまいにすることを決定。

先進国最低水準の３８％に落ち込んだ食料自給率。

向上を国政の中心課題に。

一度も達成したことのない自給率目標。達成を政府
の法的な責任に。
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食料自給率向上を最大の目標に１

輸入自由化路線の転換を

農家を増やし、希望ある農村を

２

３
農業者は120万人と25年で半減。さらに今後急速に減少し、農水省は2040年には30万人まで減ると予

想。しかし対策はスマート農業の導入ぐらいで、何ら有効な手を打とうとしない。

農家に十分な手取りを保障する価格保障・所得補償を。新規就農に手厚い支援を。

定年帰農や半農半Ｘ、自給的農家など、小規模で多様な農業を政策の中心に据え、財政支援を。

歴代政権はＷＴＯ農業協定、ＴＰＰ、日欧ＥＰＡ、

日米ＦＴＡなど、次々に輸入自由化。さらに今後も

「安定的な輸入の確保」などと明記。

際限のない輸入自由化路線を反省し、国際条約の見

直しが必要。

累積6351億円もの税金を投入して輸入を続けるミニ
マムアクセス米は、義務でもないので削減、廃止。

小麦その他の輸入品目の高騰により、

食卓が安値のお米にシフトしたことが

最も大きな原因。高値が続いています。

702万㌧の需要に対し昨年の生産量

が661万㌧と不足していました。今は

新米が出回っていますが、このままで

は不足分がそのまま持ち越され、来年

も同様のことが起きかねません。

農家所得の確保と

安定供給の両立には、

価格保障・所得補償

の仕組みが必要。多

くの国で採用されて

います。備蓄米を増

やし、需給調整に使

うことも必要です。

お米の品薄、なぜ発生？

夏に起きた米の品薄は、長く続いた自民党政

権による減産押し付けが原因。資材高騰に苦し

む農家を見捨てる農政が招いた事態です。

いま、全国の農村で離農・廃業が相次ぎ、農

村は存続の危機に立たされています。農家への

所得を政府の財政で支える制度を作り、増産を

図ることがどうしても必要です。ご一緒に転換

しましょう。

国会で要求・提案



農水省の統計では、2022年の酪農の経営収支は48万円の赤字。酪農・畜産の危機は続いて

います。廃業は過去最多のペースを維持し、生産基盤の弱体化に歯止めがかかりません。

原因は飼料などの高騰による経費の増大。国会でなんども取り上げ、対策を要求しました。

畜産全体の4500億円に上る負担増に対して政府の緊急対策は1500億円程度。畜産の廃業回

避のため実態に応じた支援を（2023.3.8）

畜産・酪農への支援策を含む政府物価高騰対策では負担増が避けられない。さらなる支援策

を。政府は乳価の引き上げを主導せよ（2023.3.29）

酪農家の苦境を尻目に、明治、森永、雪印の大手乳業メーカーは乳価の引き上げを渋り、安

い輸入の脱脂粉乳を使って増収増益、３社の内部留保は１兆円超え。国の強い指導による乳価

引き上げを（2024.6.5）

しかし、政府はいずれの要求にも応じませんでした。今度こそ、経費の高騰に対する有効な

対策を実現しましょう。

砂糖生産守れ
「カロリーゼロ」などとうたい、多くの食

品に使われている人工甘味料。科学誌「ネイ

チャー」が英国の「発がん性に関与してい

る」とする研究を掲載したほか、糖尿病や心

血管疾患、脳卒中や認知症の発症リスクを指

摘する研究が次々と報告されています。

農水委員会では、WHOが人工甘味料を「推

奨しない」と公表したことを示し、日本でも

大規模調査を行うべきと主張しました。

また、国内の砂糖生産の重要性を指摘し、

「人工甘味料が砂糖に置き換わるようなこと

はあってはならない」と強調しました。

危険な人工甘味料
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鳥インフルの感染経路

ハエが感染に関与
甚大な被害をもたらす鳥インフルエンザ。

感染にハエが関与していると、国立感染症研

究所と九州大の研究者が2004年から指摘して

いましたが、農水省は無視してきました。

農水委員会ではこの問題を取り上げ、渋る

農水省に「冬に活動する目立たないハエが経

路となっている」「既にエビデンスは積み上

げられている」と主張。対策の抜本的転換を

求めました。

農水省はようやく重い腰を上げ、国立感染

症研究所・九州大と共同の調査を行うことに

なりました。


	スライド 1
	スライド 2

